
社会的な取組で自殺を防ぐ 
 

ハイリスク地対策【和歌山県】 

（実施主体）和歌山県、白浜町、警察 （基金事業メニュー）強化モデル事業 
（実施期間）平成 21年度～ （実績額）平成 23年度 5,087千円 
 
〔事業の背景・必要性・目的〕 
 和歌山県の自殺者数は平成 21 年に自殺対策基金で自殺対策事業が開始されて以降減少傾向にあ
るが、依然自殺死亡率は全国平均を上回る。 
和歌山県には観光名所のなかに自殺の多発地である三段壁があり、自殺を思い悩んで訪れる人が

後を絶たない。 
三段壁での平成 20 年の自殺者が 21 人と前年（９人）から急増したことから、行政と民間団体が

連携して対策を講ずることとなった。 
 

〔事業の内容〕 
 ・自殺対策会議の設置  

県、白浜町、警察、消防、民間団体を構成員とし対策を協議 
 ・三段壁パトロール 

週５回 
 ・三段壁に看板、防犯灯の設置 
 注意喚起のため看板、夜間の安全確保のため照明設備を設置 
・一時保護施設 
保護した自殺未遂者に滞在場所を提供 

 
〔事業実施に当たっての運営体制等〕 

自殺対策会議は白浜町が事務局となり運営、三段壁での自殺対策を協議。 
三段壁パトロールは、県、町、警察、NPO が共同で水、木の夕方１時間、月、火、金の夕方２

時間に白浜町が NPO に委託し、週５回実施。タクシー、バス利用者のハイリスク地降車の挙動不
審者があれば運転手から警察へ通報する体制も構築。 
一時保護施設は、NPOが運営し、保護した自殺未遂者を対象に滞在場所を提供。 

 
〔事業の成果、工夫した点、その他特筆すべき点〕 

・自殺者数の減少 
 過去５年のピークは平成 20年の 21人であったが、平成 21年度からの基金事業実施後、減少に
転じ、平成 23年は最小数となっている。 
・自殺未遂者の自立 
一時保護施設は地元 NPO が運営しており、地域自殺対策緊急強化基金を活用して購入した建物

と白浜町から借り受けているアパートを滞在場所として提供。生活物資も支給し、共同生活によ
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り自立を促す生活支援活動を行っている。対象者は年間約 90名。 
 
※三段壁自殺者 

 19 20 21 22 23 
人   数 9 21 10 9 8 
前 年 比 81.2% 233.3% 47.6% 90.0% 88.9%
H20 
年 
比 

三段壁 － － 47.6% 42.9% 38.1%
全 国 － － 101.8% 98.3% 94.8%
県 － － 90.4% 78.8% 75.5%

 
 
 

 

（問合せ先）和歌山県福祉保健部福祉保健政策局障害福祉課  
TEL：073-441-2641 

       E－mail：e0404001@pref.wakayama.lg.jp 

                              社会的な取組で自殺を防ぐ 

 

生活とこころの無料相談会事業【熊本県玉名郡長洲町】 

（実施主体）熊本県玉名郡長洲町  （基金事業メニュー）対面型相談支援事業  
（実施期間）平成 23 年度～ 24 年度  （実績額）平成 23 年度  706 千円  
 

〔事業の背景・必要性・目的〕 

 住民から多重債務の相談を受ける際に、メンタルチェックシートにより、メンタル
チェックを行っている。明らかに精神疾患が疑われる相談者に対しては、精神科や心
療内科等の受診を促すが、多重債務者は受診よりも借金の返済を優先するうえ、手元
に所持金がないことを理由に受診を後回しにする傾向がある。また、町内に専門の医
療機関がないので、近隣市まで出向くしかない。交通費がないとの理由で受診が遅く
なり、発作などの症状が出てから救急車を呼び、隣市の救急病院に運ばれているのが
現状である。  

生活困窮者も金銭面において、ためらうことなく気軽に相談できるような体制を構
築することが急務の課題であった。相談会は、健康を損なっている人や自殺のサイン
が現れている人の早期発見の場であり、社会的要因の解決へ向けて法律家、臨床心理
士、役場担当者が同席のもと、当事者に対する相談支援などの早期対応を行うことを
目的とする。  
 
〔事業の内容〕 

弁護士、司法書士、臨床心理士、ＮＰＯ法人お金の学校くまもと  と共に毎月第一
火曜日に実施。相談内容によって、相談員を組み合わせる。  

弁護士、司法書士が法律的、技術的な問題を整理して、臨床心理士が相談者の生い
立ちや家族関係を理解することで、相談者が安心して話を始め、解決の糸口が見つか
る場合もある。  

臨床心理士以外に、役場の各担当者が同席する場合もあり、それぞれが異なる専門
的な視野から問題を理解して、解決策を提案する。そうすることで、取るべき選択肢
の幅が広がり、相談者にとってもメリットが大きいと思われる。相談会終了後に「振
り返りの時間」を設け、それぞれの立場から法律的な問題点と解決の道筋など、他の
相談担当者の方がどのような視点で相談を受け止めていたのか、どのような解決のイ
メージをもっているかを短時間で確認しあっている。  
 

〔事業実施に当たっての運営体制等〕 

総務課が事務局となり、荒尾ひまわり基金法律事務所所長（弁護士）、熊本県司法
書士会、臨床心理士に依頼。ＮＰＯ法人お金の学校くまもとへは、相談会のコーディ
ネートや住民の生活再建を含めた家計管理支援事業を委託。  

相談を受ける際に各課担当者や保健師は同席するが、そのうえで疑問が生じたり、
判断に迷うなどの困難事例があるときは、九州看護福祉大学や尚絅大学短期大学部な
どの外部団体にスーパーバイズ（下記組織図）を求めている。  
 
 
〔事業の成果、工夫をした点、その他特筆すべき点〕 

各課担当者に対し、「相談業務に携わる職員のためのメンタルヘルスケア研
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